
 

入 札 公 告 

 

次のとおり一般競争入札に付します。 

令和７年４月３日 

独立行政法人労働者健康安全機構

香川労災病院  

契約担当役  院長 吉野 公博 

 

独立行政法人労働者健康安全機構 香川労災病院の締結する契約に係る本件一般競

争を行う場合における入札その他の取り扱いについては、独立行政法人労働者健康安

全機構会計規程（平成１６年４月１日規程第８号）及び労働者健康安全機構会計細則

（平成１６年４月１日達第３５号）に定めるもののほか、この入札公告（以下「公

告」という。）によるものとする。 

 

１  調達内容 

（１）調達件名 連帯保証人代行業務 一式 

（２）調達件名の特質等 入札説明書及び仕様書による 

（３）契約期間 令和７年６月１日から令和１０年５月３１日まで 

（４）業務の調達場所 

  香川労災病院 香川県丸亀市城東町３丁目３番１号 

 

２ 本件調達に関しての照会先 

〒７６３－８５０２ 

香川県丸亀市城東町３丁目３番１号 

香川労災病院 会計課 契約係 

電 話 ０８７７－２３－３１１１ 

ＦＡＸ ０８７７－２４－１１４７ 

 

３ 入札書の提出場所等  

（１）入札書の提出場所 

〒７６３－８５０２ 香川県丸亀市城東町３丁目３番１号 

香川労災病院 会計課 契約係 

（２）入札書等の受領期限  令和７年４月２８日 １２時００分 

（３）開札の日時及び場所 

 日時：令和７年４月２８日 １４時００分 

場所：香川労災病院 院内会議室 



 

４ 競争参加者に必要な資格 

（１）予算決算及び会計令第７０条の規定に該当しないものであること。ただし、

未成年者、被保佐人又は被補助人であって、契約締結のために必要な同意を

得ている者については、この限りではない。 

（２）予算決算及び会計令第７１条の規定に該当しない者であること。 

（３）契約の履行にあたり品質、数量等について不正行為をした者、公正な競争を

妨げた者、公正な価格を害し、若しくは不正の利益を得るために連合した者

等でその事実があった後２年を経過しない者でないこと。 

（４）令和７・８・９年度の資格審査結果通知書（全省庁統一資格）において、資

格の種類「役務の提供等」でＡ、Ｂ、Ｃ又はＤの等級に格付けされ、四国地

域の競争参加資格を有する者であること。 

（５）事故等に起因して発生した損害に対し、保障能力を有すること。 

※賠償責任保険の写しを提出すること。 

（６）直近３か年以内に当期純損失がなく、自己資本比率５０％超、流動比率２０

０％超、ネットキャッシュ比率５０％超であること。 

（７）「連帯保証人代行業務（保証料病院負担型）」の契約実績を明示すること。そ

のうち、令和７年４月１日時点において、３年以上継続利用している公的医

療機関の契約実績を明記すること。 

※上記を証明できるものを提出すること。 

（８）「連帯保証人代行業務（保証料病院負担型）」の運用実績が令和７年４月１日

時点において５年以上経過していること。 

※上記を証明できるものを提出すること。 

（９）その他契約担当役が必要と定める資格を有する者であること。 

 

５ 入札保証金及び契約保証金 

     入札保証金及び契約保証金の納入は免除する。ただし、落札者が契約を締結し

ないときは、落札金額の１００分の１０を違約金として徴収する。 

 

６ 入札の方法 

     （１）入札参加者は、仕様書、契約書(案)及び添付書類等を熟覧のうえ、入札しな

ければならない。この場合において仕様書、契約書(案)、添付書類等について

疑義があるときは、説明を求めることができる。ただし、入札後、仕様書等に

ついて不明点があったことを理由として異議を申し立てることはできない。 

 （２）入札書の金額欄には、消費税及び地方消費税に係る課税業者であるか免税業

者であるかを問わず、見積もった契約希望金額の１１０分の１００に相当する

金額を記載包含すること。なお、入札書の金額欄は円未満を切り捨てとする。 

（３）入札書等入札に係る文書に使用する言語及び通貨は日本語及び日本国通貨に

限るものとする。 



（４）入札参加者は、入札日の前日までの間において、契約担当役から当該

入札に関する事項について説明を求められた場合は、それに応じなけれ

ばならない。 

（５）本公告に示した入札参加に必要な資格のない者のした入札及び入札の

条件に違反した入札は無効とする。 

（６）契約書は独立行政法人労働者健康安全機構香川労災病院所定の契約書

によるものとする。 

（７）本公告に示した役務の提供ができると契約担当役が判断した者であっ

て、労働者健康安全機構会計細則第 42 条の規定に基づき作成された予定

価格の制限の範囲内で、最低価格をもって有効な入札を行った入札者を

落札者とする。 

（８）その他 詳細は入札説明書によることとする。 

 


